
君津市国民健康保険税率改定方針 概要版

【方針策定にあたって】 【本市における保険税率の今後の考え方】

【税率改定のイメージ】

【本市の国民健康保険の現状】

○後期支援分

○国民健康保険税の調定額・収納率（現年分）

【広域化以降の保険税率】
モデル１ 夫７０歳（年金収入２５０万円） 妻６８歳（年金収入８０万円）

○１人当たりの医療費
年度 R1 R2 R３ R4 R5

医療費（円） 379,702 372,882 399,484 407,983 417,255

 広域化後は、都道府県が推計した医療費見込、医療費水準、所得水準、被保険者数を基に「国民健康保険事業費
等納付金」が定められ、市町村はその額を納付するようになりました。 また、「国民健康保険事業費等納付金」を
都道府県が算定する際に、決定した納付金を集めるために必要な「市町村標準保険税率」が示されるようになり、
本市では、毎年度標準保険税率を見比べながら当該年度の税率を決定してきましたが、結果的に平成２９年度以
降、据え置いている状況です。

均等割(円) 9,900 14,541 10,000 11,000 12,000 13,000 14,000

【モデルケースによる令和７年度の国保税の試算】

現行︓155,400円 改定案税率での試算︓163,600円 令和6年度標準税率︓187,100円

モデル2 夫 40 歳（給与収入４２０ 万円）・妻 40 歳（収入０）・子２人（小学生）
現行︓435,100円 改定案税率での試算︓458,600円 令和６年度標準税率︓538,900円   

※なお、市町村標準保険税率は毎年改定されるため、その改定を加味したうえで、税率との差を残りの年度で
割って毎年度税率を決定します。増減（円） 0 -6,820 26,602 8,499 9,272
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均等割(円) 10,000 16,140 12,000 13,000 14,000 15,000 16,000
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方 針 概 要

所得割(％) 7.3 7.97 7.43 7.56 7.7 7.83 7.97

 都道府県内では被保険者の所得と世帯構成が同じならば、保険税額が同一になるという「保険税水準の完全統
一化」を目標とし、第１段階として令和１１年度までに、納付金算定時に医療費水準の違いを反映させない「納
付金ベースでの統一」を行い、その後第２段階として１２年度以降に県内統一保険税率への議論を進めていくと
しています。令和１２年度以降、運営方針に保険税水準の統一化が盛り込まれた場合、統一保険税率の目安とし
ては、「市町村標準保険税率」が考えられます。
 本市では、統一保険税率（＝市町村標準保険税率）に近しい水準の税率にすることを目標とします。なお、令
和６年度において市町村標準保険税率が大幅に上昇したため、令和１１年度までの期間で、段階的に改定を行っ
てまいります。

 平成３０年度から都道府県が国民健康保険運営を担うことにより、保険給付に必要な費用の全額を都道府県から
交付されることとなり、財政運営の安定化が図られた一方で、保険税水準は市町村ごとに異なる状況が続いていま
す。
 こうしたなか、国は令和５年６月に「都道府県国民健康保険運営方針策定要領」を改定し、市町村毎に異なる保
険料率を県単位で統一化を目指す方針を示しており、その後、令和６年４月１日に施行された国民健康保険法の改
正により、都道府県が策定する国民健康保険運営方針において、保険税水準の平準化に関する事項を記載すること
になり、千葉県においても、令和6年3月に策定した第2期千葉県国民健康保険運営方針おいて、保険料水準の統一
について明記されました。
 このようなことから、本改定方針は、本市の国民健康保険の安定的な財政運営を図り、保険税水準の統一化を進
めるために策定するものとし、対象期間については第２期千葉県国民健康保険運営方針との整合性を踏まえて、 令
和７年４月１日から令和１２年３月３１日までとします。

 近年、国保の被保険者数は後期高齢者医療への移行や被用者保険の適用拡大により減少傾向となっており、今後
も続く見通しとなっています。保険税についても、収納率は年々上昇していますが、調定額は被保険者数に比例
し、減少傾向にあります。一方で、本市の一人当たりの医療費は、医療の高度化や高齢化の進展等により増加傾向
となっています。

○被保険者数の推移（6年度以降は推計）
年度 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

16,448 15,842 15,203 14,938
増減 0 -201 -546 -1040 -606 -639 -265

被保険者数 18,235 18,034 17,488

収納率 90.12% 92.49% 94.29% 94.37% 95.15%

年度 R1 R2 R３ R4 R5
調定額（千円） 1,793,681 1,722,446 1,716,465 1,764,348 1,575,294
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